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 解 説  

 

１．ローンアグリーメント（金銭消費貸借契約書）の作成について 

  日本本社（親会社）が海外に出資設立した現地法人（子会社）に対して貸出を行

うことを一般的に親子ローンといいます。 

  親会社と子会社間の資金融通であることから、現地法人の所在国によっては資金

のやり取りが自由であるため作成しないことがありますが、タイにある海外子会社

に対して親子ローンを実行する場合、必ずローンアグリーメント（以下「契約書」

という。）を締結する必要があります。なお、タイ投資委員会（BOI）は、BOI企業

は新規設立の場合、借入総額は登録資本金の３倍以内と定めています。 

  タイにおける外国為替管理に関するルールは、1942年の外国為替管理法とそれに

付随する省令から定められています。これに基づいて、タイから日本への送金を行

う際には、現地金融機関から資金の出所を証明する書類として、契約書や親会社か

ら送金を受けた際の入金証明書の写しの提出が求められるため、契約書の作成は必

須となります。また、契約書の内容によっては、税務調査等においても問題となる

可能性があることから、事前に専門家と協議することをお勧めいたします。 

   

２．税制について 

  タイ子会社から日本親会社へ元利金を返済する際、金利は源泉税の課税対象とな

ります。実務上では、送金時に源泉税額相当をあらかじめ差し引き、当該額を翌月

７日までに、タイ現地で申告・納付する必要があります。源泉税額は、納税者の前

払いとみなされるため、最終的に負担する租税義務（法人税等）から相殺可能です。 

  タイは、日本と二重課税の回避・脱税の防止のために、日本・タイ租税条約を締

結しています。これによれば、同租税条約上の利息にかかる上限税率は一般 25％

（金融機関向けは 10％）ですが、タイ税法で、国内利息に対する源泉税率は 15％

です。低い税率が適用となるため、現行では 15％となります。 

                                  以 上 

Ｑ． 

 当社はタイの子会社向けに親子ローンを検討しているのですが、子会社から

返済を受ける際の留意点について教えてください。 

 

Ａ 

 親子ローンにおいては、事前にローンアグリーメント（金銭消費貸借契約書）

の作成を行うことが重要です。また、子会社は返済時に源泉税を差し引いた額

を親会社に送金し、税務申告する必要があることに注意が必要です。 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/33_Thailand_Finance.pdf

